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【巻頭言】『福祉社会開発研究』第10号発行によせて
【巻頭言】
『福祉社会開発研究』第10号（第2期5号）発行によせて
東洋大学福祉社会開発研究センター長　
森田　明美
東洋大学福祉社会開発研究センターの研究活動は、平成25年度から第2期目の5年間の研究活動
に入りました。
第1期の継承と発展という意味では、第1期で中越地震を経て、山古志村の復興という研究テー
マを抱えていた当センターでしたが、ちょうど1期目が終了する前年の平成23年3月11日に東日本
大震災を経験することになり、平成25年度から開始することになった第2期の研究活動において
も、地域での生活困窮者を救済するというテーマとともに、またしても被災地域を視野に入れる
ことが求められることになったということには、とても深い連続性を感じざるを得ません。つま
り、1期に始めた研究を継承発展させるという意味では、都市社会で暮らす人々へ福祉的な課題
の解決というテーマに加え、震災復興という大きなテーマを背負ったことになります。
この2期目の研究にあたって、私たちは研究の柱として地域で暮らす生活課題を抱える人々の
権利擁護の理論化を据えることにしました。現代社会では、家族責任による暮らしの自立が一層
強力に打ち出されており、その支援が受けられない人々は、地域に放置され、またそこに多くの
問題が集積する状況になっています。とりわけ高齢・障がい・子どもという課題を抱えやすい人々
が、貧困や災害を集中して背負いながら地域で暮らし続けるための仕組みと支援方法の解明への
期待に応じることは、社会福祉研究の喫緊の課題です。
そこで、研究の枠は高齢、障がい、子どもの分野をそれぞれユニットとして、理論・歴史グル
―と共に独自の責任において展開させていき、常にその実践や研究の成果を共通の議論に載せな
がら、公開シンポジウムなどを開催し、地域での暮らしを支援する新しい社会福祉実践を創造す
る研究を進めてきました。
また、その活動はアジア諸国とつながり、初年度にモンゴルと韓国からゲストを招きシンポ
ジウムを開催したことを皮切りに、2014年度はモンゴルで開催された第3回子どもの権利アジア
フォーラムで研究員が研究報告や交流を行い、2015年度はインドネシアの子どもにやさしいまち
づくりの担当副大臣を招聘し取り組みに学ぶシンポジウムを開催しました。2017年度はネパール
から大地震からの復興に取り組む政府、ＮＧＯ関係者をお招きし、日本で震災からの復興に取り
組む宮城県からの報告を重ねた議論をしました。また3年連続で東アジアで活躍する東洋大学の
大学院を修了した研究者を招き、院生の国際的な交流や、研究の国際化を進めてきました。
　
5年間の研究を進めるなかで、研究のつながりと重なりの部分はかなり見えてきました。特に
地域での暮らしを障がいやひとり親、高齢などの課題をかかえるそれぞれの市民が求める形で「つ
なぐ」ことを支援するための、社会福祉分野のコーディネーターの配置の必要性とその技術、方法、
システムの構築への研究が進められています。
子どもユニットは被災地支援において、これまでの研究を踏まえ、平成26年度は厚生労働省児
童福祉問題調査研究事業「被災した子ども家庭を支援するためのシステム開発調査研究事業（7802
千円）」、平成27年度は厚生労働省子ども・子育て支援推進調査研究事業「被災した子ども家庭を
継続的に支援するための当事者参加型システム開発調査研究事業（8688千円）」を受託すること
ができました。この研究の受託によって、研究所の研究活動に被災地のＮＰＯの人たちの支援活
動がつながり、新しい被災地の子どもの権利を具体化するために、当事者参加型の研究実践を展
開させることができました。
幸いなことに、今の当研究所には、日本の社会福祉分野で権利擁護を理論的、実践的にリード
する研究者を擁しています。常に地域で暮らす市民の権利の具体化という視点を明確に持ち、地
域での人々の暮らしを再生するために、どのような新しい実践を提案できるか、最終年の今年は、
『つながり、支え合う福祉社会の仕組みづくり』（中央法規出版株式会社）の完成を目指して、各
ユニット・グループや数度に及ぶ全体の議論を積み重ねて、研究活動として「つなぐ」ことを具
体化する研究実践書として2冊目の出版も具体化しました。
　
5年目の紀要でも、そうした視点に立つ挑戦的な論文が掲載されています。
本報告書から、地域社会が抱える問題の深さと広さ、そこで私たちが福祉社会の形成のために
何を問題にしようとしているのかを読みとっていただけますと幸いです。
　
本センターのプロジェクトは5年計画の最終年を迎えました。地域社会や、地域での暮らしを
支援する福祉について興味や関心をもたれる関係各位の忌憚のないご批判、ご教示を得つつ、今
後もそれぞれが5年間のこの共同研究を生かす研究と実践の展開を進めたいと考えています。
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平成29年度福祉社会開発研究センター研究紀要
高齢者、障害者、子どもの社会的孤立に対応する
見守り支援・自立支援に関する総合的研究
2018年３月
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平成29年度　福祉社会開発研究センター　研究紀要
私立大学戦略的研究基盤形成支援事業
高齢者、障害者、子どもの社会的孤立に対応する見守り支援・自立支援に関する総合的研究
【論　文】
1． ＩＣＴを活用した高齢者への見守りに関する研究
  高齢ユニット　研究員　加山　弾、研究員　門　美由紀
  客員研究員　渡辺裕一、客員研究員　渡邉浩文　　･･････  5
2． 社会福祉の需給調整における規整手法の考察
  高齢ユニット　研究員　伊奈川秀和　　･･････  19
3． 大学キャリアセンターの発達障害学生に対する就労支援上の困り感とは？
　　―質問紙調査の自由記述及びインタビュー調査結果の分析から―
  障害ユニット　客員研究員　榎本容子、研究協力者　清野　絵
  研究支援者　木口恵美子　　･･････  33
4． 農福連携に関する既存調査の複合的検討　
　　―アンケートの回答と自由記述の回答からの検討
  障害ユニット　研究員　小泉隆文　　･･････  47
5． 知的障害者の意思決定支援の実践に関する研究
　　～南オーストラリアモデルの国内試行を通して～
  障害ユニット　研究支援者　木口恵美子、研究協力者　山本智美　　･･････  55
6． 地域におけるソーシャルワーク実践の終結：開放系・無限定性の援助
  障害・高齢ユニット　リサーチアシスタント　上西一貴　　･･････  65
7． 中国における学校統廃合と寄宿制学校
　　―内モンゴル自治区農牧区の事例から―
  子どもユニット　リサーチアシスタント　麗 　 麗　　･･････  73
8． コミュニティ・オーガニゼーションと紐帯の議論を通して
  理論・歴史グループ　リサーチアシスタント　越前聡美　　･･････  83
【研究ノート】
9． 知的障害者の意思決定支援～ベスト・インタレストを中心に～
  障害ユニット研究協力者　佐橋拓也　　･･････  89
【資料】平成29年度　福祉社会開発研究センター研究体制　　･･･････････････････････････････････  99
【資料】平成29年度　福祉社会開発研究センター活動報告　　･･･････････････････････････････････ 103
【資料】東洋大学福祉社会開発研究センター編集委員会規定　 ･･･････････････････････････････････ 127
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【資料】福祉社会開発研究センター研究体制
2017年度　福祉社会開発研究センター　研究体制
所属・職 研究者名 備考
センター長 福祉社会デザイン研究科・教授 森 田　 明 美
副センター長 福祉社会デザイン研究科・教授 金 子　 光 一
高齢ユニット
福祉社会デザイン研究科・准教授 加 山　　　 弾 ユニット長
福祉社会デザイン研究科・教授 伊 奈 川　 秀 和 研究員
福祉社会デザイン研究科・教授 秋 元　 美 世 研究員（理論・歴史グループ兼務）
福祉社会デザイン研究科・教授 稲 沢　 公 一 研究員（理論・歴史グループ兼務）
福祉社会デザイン研究科・准教授 山 本　 美 香 研究員
社会学部・准教授 荻 野　 剛 史 研究員
社会学部・助教 門　　 美 由 紀 研究員（理論・歴史グループ兼務）
東京都立大学名誉教授 小 林　 良 二 客員研究員
武蔵野大学人間科学部・教授 熊 田　 博 喜 客員研究員
東北文化学園大学保健医療学科・准教授 野 﨑　 瑞 樹 客員研究員
株式会社ウエルビーング２１ 山 田　 理 恵 子 客員研究員
釜山福祉開発院・研究員 趙　　 美 貞 客員研究員
文京区社会福祉協議会・職員 浦 田　　 愛 客員研究員
金沢大学・助教 尹　　 一 喜 客員研究員
東洋大学大学院・博士後期課程 劉　　 鵬 瑶 リサーチアシスタント
東洋大学大学院・博士後期課程 上 西　 一 貴 リサーチアシスタント（障害ユニットRA兼任）
障害ユニット
福祉社会デザイン研究科・教授 高 山　 直 樹 ユニット長
福祉社会デザイン研究科・教授 志 村　 健 一 研究員
社会学部・助教 小 泉　 隆 文 研究員
筑波大学人間系障害科学域・助教 大 村　 美 保 客員研究員
田園調布学園大学・専任講師 望 月　 隆 之 客員研究員
特定非営利活動法人スペシャル
オリンピックス日本・福岡　事務局長
渡 邊　 浩 美 客員研究員
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構障害者職業総合センター研究部門・研究員
榎 本　 容 子 客員研究員
東洋大学・非常勤講師 丸 山　　　 晃 客員研究員
木 口　 恵 美 子 研究支援者
東洋大学大学院・博士後期課程 上 西　 一 貴 リサーチアシスタント
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所属・職 研究者名 備考
子どもユニット
福祉社会デザイン研究科・教授 森 田　 明 美 ユニット長
福祉社会デザイン研究科・教授 金 子　 光 一 研究員（理論・歴史グループ兼務）
社会学部・助教 林　　　 大 介 研究員
ライフデザイン学部・准教授 内 田　 塔 子 研究員
横浜国立大学大学院国際社会科学研究科・准教授 相 馬　 直 子 客員研究員
植草学園大学発達教育学部発達教育学科・准教授 宮 下　 裕 一 客員研究員
大妻女子大学家政学部児童学科・准教授 加 藤　 悦 雄 客員研究員
旭川大学短期大学部幼児教育学科・准教授 清 水　 冬 樹 客員研究員
日本大学文理学部・准教授 後 藤　 広 史 客員研究員
江戸川大学総合福祉専門学校社会福祉士養成科・主任 小 林　 恵 一 客員研究員
横浜市・職員 久 保 田　　 純 客員研究員
新潟県立大学人間生活学部・准教授 植 木　 信 一 客員研究員
植草学園大学発達教育学部・准教授 小 川　　　 晶 客員研究員
聖徳大学短期大学部保育学科・講師 我 謝　 美 左 子 客員研究員
東洋大学大学院・博士後期課程 麗 　 麗 リサーチアシスタント
理論・歴史グループ
福祉社会デザイン研究科・教授 秋 元　 美 世 グループリーダー
福祉社会デザイン研究科・教授 金 子　 光 一 研究員
福祉社会デザイン研究科・教授 稲 沢　 公 一 研究員
社会学部・助教 門　　 美 由 紀 研究員
上智社会福祉専門学校・専任教員 寺 田　　　 誠 客員研究員
東洋大学大学院・博士後期課程 越 前　 聡 美 リサーチアシスタント（事務局兼務）
事務局
福祉社会デザイン研究科・教授 金 子　 光 一 副センター長（事務局長）
東洋大学大学院・博士後期課程 越 前　 聡 美 リサーチアシスタント
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【資料】活動報告
東洋大学福祉社会開発研究センター　活動報告
Ⅰ　合同活動の報告
1　東洋大学福祉社会開発研究センターシンポジウム等
（1）前期シンポジウム　
子どもユニットのシンポジウム（2017年7月9日開催）をセンターシンポジウムとして位置付け開催する（121ペー
ジ参照）。
（2）後期シンポジウム
テーマ：『－なぜ、つながらないのか？－　地域で暮らし、支え合う福祉社会の仕組みづくり』
～「つなぐ」ための実践的研究から見えてきた福祉社会開発への視点～
日　時：2018年3月10日（土）13:00 ～ 16:30
場　所：東洋大学白山キャンパス6号館　6101教室
内　容：
①各ユニット・グループ（代表者）からの研究成果報告
　― 研究成果とそこから導き出された社会的提言 ―
　高齢ユニット：加山　弾　（高齢ユニット長／東洋大学・准教授）
　障害ユニット：志村　健一（障害ユニット長／東洋大学・教授）
　子どもユニット：森田　明美（子どもユニット長／東洋大学・教授）
　理論・歴史グループ：秋元　美世（理論・歴史グループ長／東洋大学・教授）
②研究協力機関・団体からのコメント
　高齢ユニット：文京区社会福祉協議会　事務局長　小野澤　勝美
　障害ユニット：スペシャルオリンピックス日本・福岡　常務理事補佐　渡邉　浩美
　子どもユニット：世田谷区子ども・若者部　子育て支援担当係長　片岡　敏江
③質疑応答・意見交換　
④総括コメント（センター外部評価委員）　
　荒牧　重人（山梨学院大学大学院法務研究科・教授）
　青木　辰司（東洋大学社会学部・教授）
　古川　孝順（西九州大学・副学長）
⑤まとめと出版本の披露
　森田　明美（センター長／東洋大学・教授）
　＊総合司会：金子　光一（副センター長／東洋大学・教授）
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成　果： 平成25年度から平成29年度まで文科省「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」の採択を受けてから、
5年間の研究活動に一定の区切りを迎え、これまで研究を共に進めてきた関係者等が一堂に会し、本セ
ンターがこれまで取り組んできた研究内容とその成果、残された課題を総括し、センターがめざす地
域における「福祉社会の開発」に向けた提言を行った。
2　関係団体との共催シンポジウム　
（1）東洋大学社会福祉学会第13回大会の共催
テーマ：ソーシャルワーク実践におけるストレングスの視座
日　時：2017年8月6日（日）
場　所：東洋大学白山キャンパス　8号館　125周年記念ホール
内  容：基調講演・シンポジウム　他
　【院生・修了生研究報告】
　　我謝美左子： 「母子支援施設における関係構築における研究」（福祉社会デザイン研究科博士後期課程／セ
ンター客員研究員）　他　2名
　【基調講演】
　　「ソーシャルワーク実践におけるストレングスの視点」
　　－津久井やまゆり園事件を通して、我が国のソーシャルワークとストレングスを考える－
　　講師：高山　直樹（障害ユニット長／東洋大学・教授）
　【シンポジウム】
　　「ソーシャルワーク実践におけるストレングスの視座」
　　司会：志村　健一（障害ユニット研究員／東洋大学・教授）
　　話題提供①： 岩田　千亜紀（東洋大学・助教）
　　　　　　　　 「高機能自閉スペクトラム症圏の母親のストレングスに焦点を当てた支援のあり方」
　　話題提供②：小泉　隆文（障害ユニット研究員／東洋大学・助教）
　　　　　　　　「福祉作業所におけるストレングス視点を考慮した知的に障害のある人への支援」
　　指定討論：高山　直樹（前掲）、丸山　晃（障害ユニット客員研究員／東洋大学・非常勤講師）
成　果： ソーシャルワークにおいて、ストレングスの視点に着目し実践していくことが求められている、とい
うことを提起する機会となった。
3　紀要『福祉社会開発研究』第10号の発行
規　格：Ａ4判　
部　数：350部
内　容：論文他　9本（「紀要」目次参照）
成　果： 本センターの研究員・客員研究員・研究協力者・PD・RAが執筆した論文等を掲載した紀要を大学等
関係機関・センター関係者に配布し、本センターの研究内容・研究成果の一端を示した。今年度は査
読論文の応募はなかったが、学術研究論文誌としてISSNに登録した。
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4　東洋大学福祉社会開発研究センター広報活動
（1）単行本の出版
タイトル：『つながり、支え合う福祉社会の仕組みづくり』
規　格：A5判、310ページ
発行日：2018年3月
出版社：中央法規出版株式会社
成　果： 本著は本センターの5年間の研究成果の集大成と言えるものであり、地域の中で様々な支援や制度等が
届かない、つながらない人々の状況を検証しつつ、こうした人たちが地域のなかで暮らすことを支え
る仕組みづくりについて、提言を行っている。本著内容を広く発信していくためには、通常の販売ルー
トに乗せる必要があり、中央法規出版株式会社の協力を得て、2018年3月に刊行となった。2018年3月
10日に開催した年度末シンポジウムにおいて、本の披露を行った。
（2）ニュースレターの発行（ホームページ掲載）
内　容：
①第1号：2017年6月30日発行
今年度の研究体制について 、今年度（最終年度）の研究展望について、学会報告「日本地域
福祉学会第31回大会」に出席して
②第2号：2017年9月10日発行
福祉社会開発研究センター前期シンポジウム報告、東洋大学社会福祉学会報告 
③第3号：2018年1月5日発行
2017年度年度末シンポジウム開催のご案内、高齢ユニット公開シンポジウム報告、障害ユニット意思
決定支援ワークショップ報告、理論・歴史グループ公開研究会報告
④第4号：2018年3月31日発行予定
年度末シンポジウム報告／外部評価委員会報告／各ユニット・グループ活動報告
成　果： 本センターの研究課題、各ユニット・グループの研究活動内容、各事業等についての情報を掲載し、
本センターの研究目的や研修実践等について広くアピールすることができた。
（3）ホームページの更新
ニュースレター、各ユニット・グループの公開研究会・シンポジウム等の告知を随時掲載し、情報発信に努め
た（英語表記有り）
5　センターの運営
（1）評価委員会の開催
2018年3月10日（土）10:00 ～ 12:00
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（2）運営委員会の開催
第1回：2017年9月25日（月）11:00 ～ 12:30
（3）定例会の開催
第1回：2017年 5 月 8 日（月）17:00 ～ 18:00
第2回：2017年 7 月10日（月）17:00 ～ 18:00
第3回：2017年10月23日（月）16:00 ～ 17:00
第4回：2017年12月11日（月）16:00 ～ 17:00
（4）出版本編集会議の開催
第1回：2017年 4 月 8 日（土）10:30 ～ 14:00
第2回：2017年 6 月11日（日）13:00 ～ 15:30
第3回：2017年 8 月 7 日（月）13:00 ～ 17:00
Ⅱ　各ユニット・グループの活動報告
高齢ユニット
【関係機関（自治体等）との連携】
1）千代田区・柏市・日光市社会福祉協議会との協働研究
開催日：2017年4月13日（木）、6月30日（金）、12月11日（月）
場　所：東洋大学福祉社会開発研究センター・柏市社会福祉協議会
参加者：加山弾研究員、梅澤稔研究協力者、松本昌宏研究協力者、藤田哲也研究協力者
成　果： 本研究では、近年増幅している支援困難事例に対する社会福祉協議会による対応のデータ収集・分析を行っ
てきた。支援困難事例は、制度の狭間にある問題、複数の問題で構成される問題など既存の制度につなが
りにくく、また本人による支援拒否などもあって地域で埋もれやすい。近年はそのような問題が社会福祉
協議会に寄せられることが多くなっている。本年度は、過去3年間に集積した実践データの分析と実践課
題を整理したほか、共著書の1節として出版を進めてきた。
2）墨田区高齢者みまもり相談室事例研究会
開催日：2017年5月16日（火）、6月16日（金）、7月18日（火）、9月19日（火）、10月17日（火）、11月21日（火）、12月19（火）
参加者：小林良二客員研究員、山田理恵子客員研究員、上西一貴RA
場　所：墨田区文花高齢者みまもり相談室
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成　果：福祉社会開発研究センターとの協定に基づく研究活動。小林良二客員研究員、山田理恵子客員研究員、上
西一貴RAが、墨田区高齢者みまもり相談室職員による高齢者の見守りに関する事例検討会に参加し、コメンテー
ターとしてさまざまなアドバイスを行った。本年度は、研究会における事例検討の方式を改善するとともに、結果
を提示し、各相談室による結果の解釈を行った。
3）文京区社会福祉協議会「地域福祉コーディネーター研究会」
開催日：2017年5月26日（金）、6月26日（月）、8月29日（火）、10月02日（月）、11月13日（月）、12月22日（金）
場　所：文京区区民センター
参加者：小林良二客員研究員、浦田愛客員研究員、野﨑瑞樹客員研究員、上西一貴RA、越前聡美RA、劉鵬瑶RA
成　果： 文京区社会福祉協議会との研究協定に基づく研究会。地域福祉コーディネーターの活動記録の見える化に
ついての検討をおこなった。成果の一部は、平成29年6月3日（土）の『日本地域福祉学会第31回大会』で
報告を行った。
4）東村山市社会福祉法人連絡会
開催日：2017年8月24日（木）、12月12日（火）
場　所：東村山市社会福祉協議会
参加者：小林良二客員研究員
成　果： 2016年に結成された東京都地域公益活動推進協議会の地域組織である東村山市社会福祉法人連絡会の検討
会に参加し、連絡会および会の相談事業のすすめ方などについてアドバイスを行った。
5）ICTを活用した高齢者の見守りに関する研究
開催日：2017年8月9日（水）、11月22日（水）
場　所：東洋大学福祉社会開発研究センター
参加者： 加山弾研究員、渡辺裕一研究協力者、渡邉浩文研究協力者、加藤良彦研究協力者、藤達也研究協力者、門
川誠研究協力者、保良聡美研究協力者
成　果： 本研究では、ICTシステムを活用して在宅の高齢者の見守りを多職種で行い、その結果をデータとして収集・
分析するものである。地域包括ケアシステムのために開発されたシステムを応用し、地域住民が運営する
コミュニティ・カフェを拠点に実施した。自立を自認する高齢者でも、急な体調変化（入退院やケガなど）、
キーパーソンや家族の異変、自宅火災など、常にリスクと隣りあわせであり、多職種でリアルタイムに情
報共有する有用性を確認することができた。
【各種調査・研究】
1）調査
（1）佐々木弘志氏に対するインタビュー調査
実施期間：2017年6月21日
担当者：荻野剛史研究員
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成　果： 中国帰国者に対して通所介護サービスや訪問介護サービスを提供しているＳＺＤ商事株式会社代表取締役、
佐々木弘志氏に対してインタビュー調査を行った。主に、サービス創設のきっかけ、中国帰国者の生活状況、
デイサービスを利用したあとの変容状況、職員の採用・育成の実態について聴取した。
2）論文・学会発表
（1）論文
　論文名：ＩＣＴを活用した高齢者への見守りに関する研究
　　　　　掲載誌・巻号・掲載日：東洋大学福祉社会開発研究センター『福祉社会開発研究』第10号、2018年3月
　執筆者： 加山弾研究員、門美由紀研究員、渡辺裕一研究協力者、渡邉浩文研究協力者
（2）学会発表
　学会名：日本地域福祉学会 第31回全国大会
　開催期間：2017年6月3日（土）～ 6月4日（日）
　参加者： 小林良二客員研究員・浦田愛客員研究員・近藤秋穂研究協力者・上村紗月研究協力者・本多桜子研究協
力者
　成　果： 福祉社会開発研究センターと研究協定を結んでいる文京区社会福祉協議会の職員である上村紗月研究協
力者との共同発表。「ふれあいいきいきサロン等の調査による介護予防・日常生活支援事業の展開」をテー
マとして報告を行った。
【研究会】
1）定例研究会
（1）第1回研究会
実施日：2017年4月28日（金）
場　所：東洋大学福祉社会開発研究センター　5401教室
参加者：7名
報告者・テーマ：加山弾研究員「3社協による支援困難事例への介入の研究（経過報告）」
　　　　　　　　上西一貴RA「地域でのソーシャルワーク実践における終結」
成　果： 前年度の研究活動を振り返るとともに、今年度の方向性・方針・研究体制について、デイスカッションを行っ
た。研究報告では、加山弾研究員は、2014 ～ 2016年度における103困難事例のデータを報告した。上西RAは、
ソーシャルワークにおける終結とはどのような状況をさすのか、地域における個人支援過程の特色はなに
かについて、報告した。
（2）第2回研究会
実施日：2017年6月16日（金）
場　所：東洋大学白山キャンパス　第１会議室
参加者：8名
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報告者・テーマ：小林良二客員研究員「つながりにくさの把握：アウトリーチ型生活支援の事例」
　　　　　　　　荻野剛史研究員： 「外国にルーツをもつ高齢者が日常生活で抱える困難支援
　　　　　　　　　　　　　　　　―中国帰国者の事例から―」
成　果： 小林客員研究員は、「つながりにくさ」の概念モデル、概念モデルに関するキーワード、事例紹介（地域
福祉コーディネーターによる頻回対応事例）についての報告を行った。また、荻野剛史研究員からは、在
日外国人の概況・統計に現れづらい、外国に（も）ルーツをもつ日本人の存在、外国人・外国に（も）ルー
ツをもつ者に特有の生活のしづらさの存在、外国人・外国に（も）ルーツをもつ者に対する特有の支援方
法の存在の可能性について、報告した。
（3）第3回研究会
実施日：2017年9月22日（金）
場　所：東洋大学白山キャンパス　第1会議室
参加者：9名
報告者・テーマ： 山本美香研究員「若年・中年等生活困窮者の困窮化の経緯と住まいの回復への支援に関する研究
―団体G利用者を事例として」
　　　　　　　　伊奈川秀和研究員「社会福祉法における新たな規整手法」
成　果： 山本美香研究員からは、若年層から高齢層まで生活困窮者の増加、家族機能と家族内扶助の弱体化、家族
機能と家族内扶助の弱体化、住まいの喪失と他の喪失という背景で、居住の困窮化の経緯とその要因分析、
そして住まいを回復するまでに必要な支援とは何かを考察した。伊奈川秀和研究員は、社会福祉のパラダ
イム転換、新たな規整手法の登場、需給調整に関する規整、利用者の権利保障権利擁護についての報告を
行った。
（4）第4回研究会
実施日：2017年10月16（月）
場　所：東洋大学白山キャンパス　5401教室
参加者：9名
報告者・テーマ：野﨑瑞樹客員研究員「東日本大震災被災地におけるまちづくりと見守りについて」
　　　　　　　　 熊田博喜客員研究員「『制度の狭間』を支援するコミュニティソーシャルワーカーの実際と住民
の役割」
成　果： 野﨑瑞樹客員研究員からは、東日本大震災の津波よるまちの壊滅で、被災地から仮設に移転し、地域縁が
薄い背景で、東松島市集団移転地におけるまちづくり支援についての報告があった。熊田博喜客員研究員
からは、コミュニティソーシャルワーカーがどのように問題の解決を行っているのか、住民とはどのよう
な連携を行っているのかを報告した。
　
（5）第5回研究会
実施日：2017年12月8日（金）
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場　所：東洋大学白山キャンパス　第１会議室
参加者：7名
報告者・テーマ：尹　一喜客員研究員「介護者支援の方向性を探るための研究」
　　　　　　　　上西　一貴RA「ソーシャルワークにおける終結概念の構成」
　　　　　　　　劉　鵬瑶RA「中国都市部社区の実態」
成　果： 尹　一喜客員研究員は、これまでの研究結果を踏まえ、介護者に対する社会的な関心を喚起するために
は、意見をまとめ、活動をネットワーク化する英国の例を分析し、介護者支援のための活動やそれを運営
する組織がもつ社会的意味や役割を明らかにすることを目的として報告した。上西　一貴RAは、ソーシャ
ルワークの終結に着目して、これまでの文献における終結の共通認識についての報告を行った。劉　鵬瑶
RAは、中国の長春市の五つ社区（地域）の基本概要をまとめ、社区の現状と問題点について、報告した。
2）公開研究会
（1）実施日：2017年10月24日（火）
場　所：東洋大学白山キャンパス1610
参加者：20名
報告者：朴　蕙彬　氏（同志社大学院　社会学研究科社会福祉学専攻　博士後期課程）
テーマ：「日本のエイジズム研究の限界と克服： 文献レビューを通してみる新たなまなざしの提案」
成　果： 朴　蕙彬氏からは、文献レビューで高齢者の直面する問題をとらえる視点から、エイジズムの定義と理論
的枠組み、文献レビューの目的と方法、結果、残された研究課題、日本のエイジズム研究における課題に
ついての報告を行った。
3）シンポジウム
実施日：2017年11月11日（土）
場　所：東洋大学白山キャンパス1604教室
参加者：70名
テーマ：「我が事・丸ごと」を地域でどのように受け止め、実現するか
○基調講演：後藤　真一郎（厚生労働省社会・援護局　地域福祉課　地域福祉専門官）
○シンポジウム：中島　　修（文京学院大学准教授）
　　　　　　　　川井　誉久（東京都社会福祉協議会　地域福祉部長）
　　　　　　　　伊奈川　秀和　（東洋大学教授／本センター研究員）
○コメンテーターによるコメント
　*コメンテーター：後藤　真一郎（基調講演に同じ）
　　　　　　　　　 小林　良二（東京都立大学名誉教授／本センター客員研究員）
　*コーディネーター：加山　弾（東洋大学准教授／本センター研究員）
成　果： 今回のテーマは、国の掲げる「我が事・丸ごと」地域共生社会の実現に向け、政策の方向性や姿も輪郭が
見えてきたなか、市町村の役割、福祉各分野の連携、そして住民をはじめとする多様な主体の参画がこれ
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まで以上に求められる一方、それまで制度別に展開してきたサービスの丸ごとの連動化や、“地域離れ”
の進む中で住民が近隣の人の問題を我が事のようにとらえるには、高い壁があるのではないかという問題
意識のもと設定された。そのような問題意識から政策の最新動向を知り、今後地域でどのように受け止め、
実体化させていくかを検討することを目的とした。当日は一般の方や社協職員、学生など約70名の方にご
参加いただき、本シンポジウムのテーマへの関心の高さが窺えた。
【視察・研修会等参加】
1）視察
（1）バークレー視察
期　日：2017年10月31日（火）～ 11月5日（日）
訪問先： ①アフリカン・ディアスポラ博物館　②ウェルス・ファーゴ銀行に併設される歴史博物館　③高齢者の生
活問題に関する研究交流　④自立生活支援センター（CIL）
参加者：加山弾研究員、山本美香研究員
成　果：① アフリカン・ディアスポラ博物館：ディアスポラ（diaspora）は、戦争・政治情勢等によって移住を余
儀なくされた離散民を指す。アフリカからの開拓移民の歴史や生活に関する資料より、生活問題やコミュ
ニティ形成、居住・就労等の問題を知ることができた。日本でも「ジャパニーズ・ディアスポラ」とさ
れる人々の問題の構造的分析が試みられていることから、多くの示唆を得た。
　　　　② ウェルス・ファーゴ銀行に併設される歴史博物館：地元サンフランシスコの銀行ウェルス・ファーゴ
（Wells Fargo & Co.）は、ゴールド・ラッシュを契機に設立され、アメリカン・エキスプレスの創設に
よる輸送業や金融業で成長した。当時、金の採掘のために各地から集まった坑夫の搾取や不衛生等の問
題について歴史的資料から学んだ。
　　　　③ 高齢者の生活問題に関する研究交流：Phillip Kalantzis-Cope氏、Patricija Kirvaitis氏と相互の研究につ
いて意見交換した。両氏はイリノイ大学の研究機関に属するPhDで、コモングラウンドという調査ネッ
トワークを運営し、翌日に開催されるAging & Societyの大会では要職を担う。大会テーマの「高齢期
の不平等・社会的排除・差別」に関する研究成果は興味深かった。当方からは高齢者への見守り・生活
支援、居住支援等の研究について説明した。
　　　　④ 自立生活支援センタ （ーCIL）：UCバークレーは、障害者の自立生活運動発祥の地である。重い障害をもっ
たエド・ロバーツ（Edward V. Roberts）は、同校を卒業しCILを設立した。その運動は、1970年代当時、
世界中に広がった。日本では「青い芝の会」の運動につながった。今日の日本の障害者立法にも連なる
運動・拠点である。
（2）札幌視察
期　日：2016年11月28日（月）　
訪問先： ①社会福祉法人ノテ福祉会　②社会福祉法人ほくろう福祉協会の特別養護老人ホーム「サポーティ・もみ
じ台」③アンデルセン福祉村（清田区真栄）の老人保健施設、デイケアセンター、居宅介護支援事業所
参加者：加山弾研究員
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成　果： 同ホームは、高齢化や貧困問題に直面する大規模団地に位置することから、「低所得高齢者への食支援事業」
とインテークを兼ねたコミュニティソーシャルワーク・システムを導入している。地域公益事業の法制化
により、全国の社会福祉法人が地域貢献を模索する中、同法人の事業は、課題の集中する地区におけるモ
デル的な仕組みであった。ただし、同施設自体がまだ新しく（設置から半年）、この事業の周知がまだ十
分でないことから、当面は地域への浸透と実績の集積をめざすとのことであった。セスメント・ステイや
オペレーション・システムの現物も見学した。福祉・医療・リハビリなど多職種連携による多角的なアセ
スメントは、オーストラリアのA-CATなどの影響を受けたものであった。デイケアセンターでは、先駆性
で知られる「夢のみずうみ村」とアイデアを共有した多彩なプログラムを導入していた。また、福祉村内
にある日本医療大学を訪れ、地域包括ケアの現場と密着した人材育成のカリキュラムについて学んだ。
（3）氷見市・氷見市社会福祉協議会の視察
期　日：2017年11月27日（月）～ 11月28日（火）
訪問先：氷見市・氷見市社会福祉協議会　
参加者：加山弾研究員、藤田晢也研究協力者、藤達也研究協力者
成　果： 地域共生社会の実現に向けた取り組みにおける「多機関協働による包括的相談支援体制」について、先進
地である氷見市・氷見市社会福祉協議会を視察した。27日に氷見市役所並びに氷見市社会福祉協議会管理
施設を見学し、氷見市いきいき元気館にて市社協や朝日丘校区の取り組みについて研修した。市役所にて
「ふくし相談サポートセンター」を視察し、市の各課（生活保護、障害支援、子育て支援、地域包括支援
センター）と市社協（生活困窮者支援等）の横断的体制により、情報共有、緊急対応、事例検討等での多
機関連携を実現しており、全国のモデルといえる取り組みであった。同社協は長年、国・県のモデル事業
等を積極的に受託しながら発展してきたことで知られるが、政策・制度に翻弄されるのでなく、地域づく
りのビジョンを実現するためにそれらを活用している点が理想的であった。また、地区社協やコミュニティ
ソーシャルワークの綿密な体制にもその成果を見ることができた。28日に朝日丘校区社協「まちなかサロ
ン」の視察と「多機関協働による包括的相談支援体制」についての研修をした。「まちなかサロン」は地区（校
区）社協の活動場所として空き店舗を使って開かれているのがまちなかサロンである。ここを拠点に、子
育てサークル、高齢者のランチ等、多様な住民主体の活動が展開している。次に、国の重要政策である同
事業に先駆的に取り組む市の実施内容について研修を受けた。同席した滋賀県高島市、岐阜県関市の取り
組みについても聞くことができた。市役所にて「ふくし相談サポートセンター」を視察。市の各課（生活
保護、障害支援、子育て支援、地域包括支援センター）と市社協（生活困窮者支援等）の横断的体制により、
情報共有、緊急対応、事例検討等での多機関連携を実現しており、全国のモデルといえる取り組みであった。
（4）研究会への参加
期　日：2018年2月10日（土）
訪問先：関西学院大学梅田キャンパス　1403教室
参加者：加山弾研究員
成　果： 地域福祉をテーマとする研究者による研究会「プレゼン道場」に参加した。研究会の主宰は、地域福祉研
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究の第一人者である牧里毎治氏である。地元の社会福祉協議会による新たな試みである「課題調整会議」
の仕組みについて研究報告を聞くとともに、本ユニットの研究報告（センターおよびユニットの研究概要
と成果、「支援事例に対する社会福祉協議会の対応に関する研究報告（東洋大学福祉社会開発研究センター
研究事業成果報告）」）を行った。両報告ののちには、参加者による活発な討議が行われ、多くの研究的・
実践的示唆を得ることができた。
【広報】
1） シンポジウム「『我が事・丸ごと』を地域でどのように受け止め、実現するか」開催の情報を、東洋大学・当センター
のホームページにアップロードしたほか、全国社会福祉協議会・東京都社会福祉協議会・文京区社会福祉協議
会からもご協力いただき、広報を行った。
【その他】
1）資料集・報告書の作成
（1）シンポジウム「『我が事・丸ごと』を地域でどのように受け止め、実現するか」
　　2017年11月11日に実施したシンポジウムの内容を記載した資料集と報告書を作成し、関係者に配布した。
（2）墨田区データ整理報告書の作成
障害ユニット
【定例研究会】
（1）第1回定例研究会
実施日：2017年4月8日（土）
場　所：東洋大学白山キャンパス
参加者：13名
成　果： ①2017年度シンポジウムの案について検討を行った。②センター出版企画について、ユニット内の執筆担当、
執筆内容について確認した。 
（2）第2回定例研究会
実施日：2017年6月11日（日）
場　所：東洋大学白山キャンパス　第1会議室
参加者：11名
成　果： ①出版について、ユニット内で構成の変更について確認した。②最終年度まとめについて、シドニー大学
障害研究センターの『Introduction to Person Centredness』を翻訳することに決定した。
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（3）第3回定例研究会
実施日：2017年9月16日（土）
場　所：東洋大学白山キャンパス　第4会議室
参加者：10名
成　果： ①シドニー大学障害研究センターの『Introduction to Person Centredness』翻訳について、メンバー各自
で翻訳を分担し、検討を行った。 
（4）第4回定例研究会
実施日：2016年11月26日（土）
場　所：東洋大学白山キャンパス　1303教室
参加者：10名
成　果： ①12月開催のシンポジウム「知的障がいのある人たちを支えるマージナルな活動、マージナルな人々」に
関して、社会福祉における「マージナル」概念について議論された。
 
（5）第5回定例研究会
実施日：2018年1月27日（土）
場　所：東洋大学白山キャンパス　第2会議室
参加者：11名
成　果： ①『Introduction to Person Centredness』の翻訳について用語の統一など再検討を行った。②佐橋拓也研
究協力者より「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」の報告があった。
【出張・研修会等参加】
（1）龍谷大学福祉フォーラム2017「障がいのある人への意思決定支援～オーストラリアの実践から学ぶ」
開催期間：2017年9月9日（土）
会　場：龍谷大学瀬田キャンパス
参加者：佐橋拓也研究協力者
成　果： 南オーストラリア州支援付き意思決定モデル(SA-SDM)を題材に、当事者主体の意思決定支援(Supported 
decision-making)とは何かを検討した。
（2）意思決定支援ワークショップ　専門職向け集中スキルワークショップ参加
出張日：2017年9月16日（土）～ 9月20日（水）
要務先：筑波大学東京キャンパス
参加者：山本智美研究協力者
成　果： SA-SDM（南オーストラリア州における意思決定支援モデル）の実践モデルについて研修を受けた。この
モデルで重要な役割を担うファシリテーターの技術などをグループワークを通じて学んだ。
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【各種調査・研究】
（1）南オーストラリア意思決定支援モデル試行調査
調査期間：2017年①7月25日（火）、②7月27日（木）、③8月8日（火）、④9月20日（水）、⑤9月26日（火）
要務先： ①、③全国障害者総合福祉センター 戸山サンライズ、②新宿区障害者福祉センター、④筑波大学東京キャ
ンパス、⑤東洋大学白山キャンパス
参加者：木口恵美子研究支援者
成　果： 南オーストラリア意思決定支援モデルの試行に関するファシリテータ （ー①、④、⑤）とサポータ （ー②、③）
へのインタビュー調査を行った。 
【論文等】
（1）論文名： 「知的障がいのある本人が相模原事件について本音で語る「にじいろでGO ！」のワークショップの取
り組み」
　　掲載誌：『すべての人の社会』VOL.37-4, 2017年7月.
　　執筆者：奈良崎真弓研究協力者・望月隆之客員研究員
（2）論文名： 「大学キャリアセンターの発達障害学生に対する就労支援上の困り感とは？　質問紙調査の自由記述
及びインタビュー調査結果の分析から」
　　掲載誌：『福祉社会開発研究』10, 2018年3月.
　　執筆者：榎本容子客員研究員・清野絵研究協力者・木口恵美子研究支援者
（3）論文名：「農福連携に関する既存調査の複合的検討―アンケートの回答と自由記述の回答からの検討―」
　　掲載誌：『福祉社会開発研究』10, 2018年3月.
　　執筆者：小泉隆文研究員
（4）論文名：「地域におけるソーシャルワーク実践の終結：関係性・無限定性の援助」
　　掲載誌：『福祉社会開発研究』10, 2018年3月.
　　執筆者：上西一貴リサーチアシスタント
（5）論文名：「知的障害者の意思決定支援　ベストインタレストを中心に」
　　掲載誌：『福祉社会開発研究』10, 2018年3月.
　　執筆者：佐橋拓也研究協力者
【学会報告】
学会名：障害学会
開催日：2017年10月28日、29日
場　所：神戸学院大学
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報　告：望月隆之、田中恵美子「知的障害者の結婚生活の経験と支援」
【シンポジウム】
（1）「支援付き意思決定・意思決定支援（SDM）実践シンポジウム」
主　催：意思決定支援モデル開発プロジェクトチーム（SDM-Japan）
共　催：東洋大学福祉社会開発研究センター障害ユニット
会　場：東京大学本郷キャンパス工学部2号館213大講堂 
趣旨説明：「SDM-Japanが目指すもの　―『最善の利益』から『表出された希望へ』―」
　　　　　 水島俊彦（弁護士／ SDM-Japan代表／日本弁護士連合会高齢者・障害者権利支援センター委員／青森県
弁護士会／法テラス八戸法律事務所）
シンポジウム：「Expressed Wish（表出された希望） vs Best Interest（最善の利益）」
司　会：名川勝（筑波大学人間系講師／ SDM-Japan副代表／ NPO法人ガーディアンズ理事長）
コメンテーター：木口恵美子（本センター研究支援者）
①「なりたい自分を見つける旅」
　松隈知栄子（弁護士／日本弁護士連合会高齢者・障害者権利擁護センター委員愛知県弁護士会）
②「相談支援における取組とSDMの可能性」
　本間奈美（佐渡市相談支援事業所こもれび／相談支援専門員）
③「親の視点から見たSA-SDMモデル」
　野口美加子（新宿区手をつなぐ親の会）
④「Expressed Wish?」
　小杉弘子（SDM-Japan副代表）
（2）「知的障がいのある人たちを支えるマージナルな活動、マージナルな人々」
開催日時：2017年12月17日（日）13:00-16:00
会　場：東洋大学白山キャンパス　125記念ホール
基調講演：「知的障がいのある人たちを支えるマージナルな活動、マージナルな人々」
報告者：高山直樹（東洋大学教授／本センター研究員）
シンポジウム：「知的障がいのある人たちを支えるマージナルな活動、マージナルな人々」
シンポジスト： かしわ哲（NPO法人ハイテンション理事長／サルサガムテープ）、白木福次郎（特定非営利活動法
人ほっぷの森理事長／特定非営利活動法人スペシャルオリンピック日本・宮城顧問）、佐藤誠（特
定非営利活動法人スペシャルオリンピック日本・宮城アスリート）
コメンテーター：浅野史郎（神奈川大学特別招聘教授／元宮城県知事）
コーディネーター：志村健一（東洋大学教授／本センター研究員）
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子どもユニット
１．世田谷区との共同
（1）プロジェクト推進に向けての拡大全体会
母子家庭自立支援実践プロジェクトシンポジウム「当事者主体の支援が変えるひとり親のくらし」
開催日：2018年1月26日（金）
場　所：世田谷区北沢タウンホール
参加者： 世田谷区（生活支援課生活保護担当および子ども家庭支援センター、健康づくり課、子ども家庭課）
パルメゾン上北沢、ナオミホーム、世田谷区社会福祉協議会、世田谷子育てネット、東洋大学　他
成　果： 母子生活支援施設、生活保護担当、子ども家庭支援センターの取り組みの報告、世田谷区における子
育て支援ネットワークの仕組みおよびその中でのひとり親支援の現状を報告、研修のあり方やネット
ワークの組み方について実践プロジェクトの報告をおこなった。
（2）プロジェクト推進に向けた検討会
①開催日：2017年4月14日（金）
場　所：東洋大学
参加者：東洋大学　
成　果：母子家庭支援プログラムについての検討
②開催日：2017年5月6日（土）
場　所：東洋大学
参加者：世田谷区　東洋大学　
成　果：母子家庭支援プログラムについての検討
③開催日：2017年6月30日（金）
場　所：パルメゾン上北沢
参加者：世田谷区　東洋大学　
成　果： 進行状況の共有と、「市民力をつける」をキーワードに世田谷区の支援のあり方の検討。今後の研究
の取り組みとして、母子生活支援施設で対応している問題と支援機関を整理し、地域ではどのように
対応するかについて意見交換を行い、検討することとした。
④開催日：2017年8月11日（金）
場　所：東洋大学　　
参加者：世田谷区　東洋大学　
成　果：子ども家庭支援センター係長・東洋大学との意見交換
⑤開催日：2017年12月3日（日）
場　所：東洋大学
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参加者：世田谷区　東洋大学　
成　果：シンポジウム（1 ／ 26）内容の検討
⑥開催日：2017年12月8日（金）
場　所：東洋大学
参加者：世田谷区　東洋大学　
成　果：シンポジウム（1 ／ 26）内容の検討
⑦開催日：2017年1月8日（月）
場　所：東洋大学
参加者：東洋大学　
成　果：シンポジウム（1 ／ 26）内容の検討
⑧開催日：2017年2月11日（日）
場　所：東洋大学
参加者：世田谷区　東洋大学　
成　果：シンポジウム（1 ／ 26）のふりかえりと報告書作成に向けて
（3）実践検討会
①子ども家庭支援センター・生活保護担当者会議 
開催日：2017年5月12日（金）
場　所：世田谷区烏山支所
参加者：世田谷区　東洋大学
成　果： 子ども家庭支援センター担当者、生活支援課の地区担当者の変更に伴うプロジェクト趣旨説明および
研究の進捗状況の説明
②生活保護担当者によるシートを活用した当事者の面接実施および職員との意見交換
2017年 8 月 5 日（月）　面接実施
2017年 8 月29日（火）　当事者自宅にて面接実施　上田（東洋大学）も同行
2017年10月 3 日（火）　当事者自宅にて面接実施　上田（東洋大学）も同行
2017年12月19日（火）　当事者自宅にて面接実施　上田（東洋大学）も同行
③生活保護受給者への個別ヒアリング
2017年3月27日（月）烏山コミュニティカフェななつのこ
※2月にも実施
④母子生活支援施設（パルメゾン上北沢）における実践検討およびスーパービジョン
・開催日：2017年7月19日（水）
場　所：パルメゾン上北沢　　　参加者：東洋大学　パルメゾン上北沢の職員
成　果：パルメゾン上北沢の退所者に関する職員ヒアリング 
・開催日：2017年8月28日（月）
場　所：パルメゾン上北沢　　　　参加者：パルメゾン上北沢の職員、東洋大学
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成　果： 施設退所者に関するヒアリング
⑤スーパービジョン・研修会開催
・開催日　2017年度6回実施（3月・6月・8月・9月・12月・1月）　
場　所：パルメゾン上北沢  　参加者：バルメゾン上北沢職員　
※3月実施予定
　子どもへのシートの試行により、子どもの主観的世界が把握でき、子どもの側に立ちながら丁寧に声を聴
くことの重要性が明らかになったが、同時に誰がそれを担い、どのような手法が有効かについて、試行を重
ねつつさらなる検討が必要である。
（4）研修会
①世田谷区当事者主体の相談支援研修　ステップ１基礎研修
・事業実施日：2017年9月1日（金）9時30分～ 17時
・実施場所：世田谷区男女共同参画センター“らぷらす”
・参加者：17名(受講者12名、世田谷区2名、ユニット講師3名)
・成果： 「子ども・家庭の現状を理解し、当事者主体の相談支援の技法について理解する」ことを目的に、初級
者向け研修を行った。相談支援を担う支援者が理論に基づく基礎的技法を習得する機会となった。
②世田谷区当事者主体の相談支援研修　ステップ2事例検討
・事業実施日：2017年9月22日（金）9時30分～ 17時
・実施場所：世田谷区男女共同参画センター“らぷらす”
・参加者：21名(受講者16名、世田谷区3名、ユニット講師2名)
・成果： 「事例を用いて、ソーシャルワークの考え方をもとにした当事者主体の家庭支援について理解する」こ
とを目的に、中級者向けの研修を行った。相談支援を担う支援者が、実践のふり返りを通して利用者
主体の支援について考える機会となった。
③世田谷区当事者主体の相談支援研修　ステップ3スーパービジョン
・事業実施日：2017年10月6日（金） 9時30分～ 17時
・実施場所：世田谷区男女共同参画センター“らぷらす”
・参加者：17名(受講者12名、世田谷区3名、ユニット講師1名)
・成果： 「スーパービジョンの必要性を理解したうえで、現場で実現するための課題を検討する」事を目的に、
上級者向けの研修を行った。相談支援を担う支援者を支える人材育成について考える機会となった。
④世田谷区烏山総合支所生活支援課研修
・事業実施日：2017年12月4日（月）13時45分～ 16時45分
・実施場所：世田谷区烏山総合支所
・参加者：24名（受講者21名、世田谷区2名、ユニット講師1名）
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・成　果： 「当事者主体のアセスメントとプランニング～共感的理解～」をテーマに主として生活保護担当者へ
の研修を行った。実践のふり返りを通して当事者主体の支援について、考える機会となった。
⑤世田谷区烏山総合支所生活支援課研修
・事業実施日：2017年12月8日（金）13時45分～ 16時45分
・実施場所：世田谷区烏山総合支所
・参加者：28名（受講者26名、世田谷区1名、ユニット講師1名）
・成　果： 「当事者主体のアセスメントとプランニング～共感的理解～」をテーマに主として生活保護担当者へ
の研修を行った。実践のふり返りを通して当事者主体の支援について、考える機会となった。
２．和光市での活動報告
埼玉県和光市での成果
1．包括支援スキルの修得のための研修
・連続ステップアップ研修（全保育保育所、各3名まで120名）
①2017年12月4日、2018年2月9日　②和光市役所、公民館　③120名
④ 子どもと子育ての基本的な事柄と、和光市での役割を知ることを目的として実施した。保育園での巡回によ
る指導から得たものから子育て支援の一端を担うことの認識が生じ始めた。
・ファミリーサポート研修
①2017年11月7日、2018年2月6日　②和光市役所　③30名
④ 家庭との距離が近いことを認識し、必要な支援を理解したうえで専門機関に報告や相談をすることを理解す
ることができた。
2．保育所の保育内容の見直しへの支援
①2017年4月22日、26日、10月6日、13日、11月10日、12月21日、2018年2月2日
②しらこ保育園（0歳児クラス）、みなみ保育園（3歳児クラス）、プライムスター保育園（4、5歳児クラス）
③ 保育の計画の見直しについて、保育所保育指針の改定に伴い、保育の計画の見直しと実践の適正化について
検討した。
　 親支援について、子どもと過ごさない親について、親をアセスメントしたうえで子どもの発達を保障する支
援プランを作成することを提案した。
　子どもの発達保障が実現する環境について、五感を使う活動が、子どもの選択のもとなされるよう整えるこ
とを提案した。また行事の目的の適正化と親からの合意について検討した。
３．東日本大震災被災地での子どもと子育て世帯の地域自立支援システムの開発
（1）東日本大震災子ども・若者支援研究会　第1回目
事業実施日：2017年4月21日（金）14時00分～ 17時
実施場所：仙台レインボーハウス
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参加者：東北関係者、子どもユニット関係者
成　果： 被災地でDVや虐待件数が多く、長期的継続的な支援が必要であることを共有し、今後の研究と実践
のあり方を共有することができた。
（2）東日本大震災子ども・若者支援研究会　第2回目
事業実施日：2017年6月3日（土）13時～ 16時
実施場所：仙台レインボーハウス
参加者：東北関係者、子どもユニット関係者
成　果： 7年目を迎えて、一層震災からの復興支援が必要になっていることから、今後継続して支援活動を行
うための仕組みづくりを検討することになった。
【シンポジウム】
（1）東日本大震災から7年　子どもたちは今　宮城県からの発信２
事業実施日：2017年12月17日（日）11時00分～ 14時
実施場所：仙台レインボーハウス
参加者：東北関係者、子どもユニット関係者　
成　果： 2016年度まで被災地の子どもの心の問題に精神科医として第一線で取り組んでこられた本間医師の講
演と、南三陸町出身の若者たちの報告を受けて支援に関わるものがグループに分かれて議論をした。
（2）東日本大震災子ども・若者支援センター開所式　―大震災後の子ども・若者に必要な支援について考える―
事業実施日：2018年2月10日（日）13時00分～ 16時
実施場所：仙台レインボーハウス
参加者：東北関係者、子どもユニット関係者
成　果： 東日本大震災の発災から8年目を迎える時期は、組織的な支援者の撤退と被災時に小5の子どもたちが、
高校を卒業して被災地を離れることになる時期でもある。継続的な支援を市民と専門家が共同して行
う組織と活動の枠組みを作り上げることに貢献することができた。
（3）第17回　東日本大震災子ども支援意見交換会　―震災から丸7年子どもたちと考える継続的な意見―
事業実施日：2018年3月8日（木）
実施場所：衆議院第一議員会館1F多目的ホール
参加者：東北関係者、子どもユニット関係者
成　果： 若者の参加、意見表明、長期支援の必要性について国会議員、関係省庁職員に伝えることができた。
4．地域での子ども・子育て支援に関する調査研究
（1）地方自治と子ども施策全国自治体シンポジウム2017越前に協力
開催日：2017年9月30日（土）～ 10月1日（日）
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場　所：越前市文化センター
参加者：東洋大学　20名　全体750人
成　果： 自治体での子ども施策の取り組みについて全体会での基調講演、子ども計画、子どもの居場所、子ど
も参加、子どもの貧困等の部会での報告や運営への協力、情報収集と意見交換をした
5．公開シンポジウム
日時：2017年7月9日（日）13:00 ～ 17:00
場所：東洋大学8号館7階125ホール
テーマ：「災害からの復興と子どもにやさしいまちづくり」－ネパールの取り組みに学ぶ－
シンポジウム：
　　（１） Mr. Reshmi Raj Pandey（レシュミ・ラージ・パンデイ）連邦問題・地方開発省次官補（Joint Secretary）「子
どもにやさしい地方行政」担当
　　（２） Mr. Gauri Pradhan（ガウリ・プラダーン）ＣＷＩＮ（Child Workers in Nepal）創設者
　　（３）宮城県における子ども支援の取り組み
　　　　　志賀慎治（宮城県保健福祉部子育て支援課課長）
　　　　　平野幹雄（東北文化学園大学教授）　　　
　　（４）日本における子どもに優しいまちづくりの取り組み
　　　　　内田塔子（子どもユニット研究員／東洋大学准教授）
　　（５）日本の子どもにやさしいまちづくりにおける市民社会と之連携･協働
　　　　　西野博之（川崎市子ども夢パーク所長）
コーディネ－ター： 森田明美（東洋大学社会学部教授）、荒牧重人（山梨学院大学法科大学院長）内田塔子（前掲）
共催：東洋大学福祉社会開発研究センター、子どもの権利条約総合研究所
成果： 子どもの参加の具体化のためには、日常的な取り組みが重要であること、学校教育の場で子どもが権利の主
体として集団形成されていること、そして、社会の市民として子どもをきちんと位置つけて育てていくこと
の重要さをネパールの報告から学ぶことができた。
6．子どもの権利条約の実施に関する取り組み
事業実施日：2017年9月7日（土）13時00分～ 18時
実施場所：早稲田大学戸山キャンパス文学部33号館10会議室
参加者：子ども支援者、研究者、子どもユニット関係者
成　果： 子どもの権利条約に関する日本報告書が6月に国連子どもの権利委員会へ提出され、その内容について、
共有し、子どもユニットして、今後のＮＧＯレポートの作成にかかわること、東日本大震災や福祉問
題について担当してレポートを書くことを決めた。
事業実施日：2017年10月7日（土）17時00分～ 19時
実施場所：東洋大学
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参加者：子ども支援者、研究者、子どもユニット関係者
成　果： 子どもの権利条約に関する日本報告書へのＮＧＯレポート提出にかかわることを希望する団体が集ま
り、役割分担と主張内容を共有した。子どもユニットして、東日本大震災や福祉問題のレポートを提
出した。
事業実施日　2017年12月15日（金）1時00分～ 16時
実施場所：東洋大学
参加者：子ども支援者、研究者、子どもユニット関係者
成　果： 国連子どもの権利委員会へ提出した内容について共有し、追加情報として英文で提出する詳細な内容
を共有した。子どもユニットしてかかわる、東日本大震災では、追加情報を提出した。また、1月に
開催予定の日本報告の事前審査に森田を派遣することが承認された。
事業実施日：2018年2月国連・子どもの権利委員会、第79会期、会期前作業部会（2018年2月5日～ 9日）
実施場所：ジュネーブ国連本部
参加者：森田明美
成　果： 国連子どもの権利委員会が9月に実施する日本政府報告第4・5回審査に向けた事前審査に参加し、日
本の子どもの権利の具体化でとりわけかけている東日本大震災の報告について提言することができた。
7．広報
（1）テレビ放送への出演協力
放送日：2017年6月26日（月）21時からＢＳ１１放送
参加者：森田明美子どもユニットリーダー
成　果： ひとり親の子育てについて、50分番組の討論に専門家として、当事者団体の主催者と一緒に参加して、
コメントをした。
（2）NHKニュースでの放送
放送日：8月5日（土）18時45分から3分間ＮＨＫニュースで放送。
　　　　 当日の子ども参加の様子を小野寺さんのプレゼン、山田町の高校生のコメント、そして森田センター
長のコメントが放送された。
（3）新聞報道
掲載日：2017年9月11日（月）読売プレミアム「ニュース考；高校生カフェと被災地支援の６年余」
成　果： 震災から年数を経ることによって、子どもたちがどのように育っていくのかということを8月の意見
交換会に参加した記者が啓発記事として子ども参加の活動の価値を高く評価してくれた記事。厚生労
働省担当課長のコメントも掲載された。
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掲載日：2017年12月5日（火）、12月7日（木）、12月8日（金）、12月10日（日）、12月12日（火）
成　果： 大学公開講座の情報ネットワーク小学館　＂まなナビ＂において、「森田明美東洋大学教授の語る「子
どもの貧困」（5回連載）」掲載された。携帯は贅沢か？「子どもの貧困」問題はなぜ炎上する？というテー
マについて、「子どもの貧困」と聞いて何をイメージするだろうか―。飢餓に苦しむアフリカの子ど
もたちか、それとも児童労働に駆り出される発展途上国の子どもたちだろうか、と問いかけつつ、今、
日本にある「子どもの貧困」がイメージしにくいどころか、見えにくくなっている現状について的確
に解説している。
掲載日：2017年12月16日（土）朝日新聞夕刊
成　果： 「内密出産」を慈恵病院が検討していることに対して、専門家として母子の命を守る一助にはなるが、
こうしたことを防ぐために地域の子育て支援施策を整備することがより重要であることを森田セン
ター長がコメントした。
掲載日：2017年12月20日（水）
成　果： ＮＨＫwebニュースで、予期しない妊娠をした場合でも出産を支える地域支援の仕組みづくりの重要
性を森田センター長の語りで構成されて、公開された。
理論・歴史グループ
【研究会】
１）日　時：2017年6月19日（月）11：30 ～ 13：00
　　場　所：東洋大学白山キャンパス　福祉社会開発研究センター
　　参加者：理論・歴史グループ関係者
　　成　果： 理論・歴史グループ長の秋元美世研究員を中心に、見守りにおける「つながる」「つながらない」という
関係性の問題について議論した。人々は市民生活、住民生活、私生活というように生活の多面性があり、
それぞれの生活が重なったり移行したりする。私的領域で対応できなくなった問題を公的領域の問題へ
と転換するという流れは単純な問題ではなく、「見守り」と関連させると、いわゆる「社会化」の問題と
して一括りにできないような難しさがあることが明らかにになった。
２）日　時：2017年7月24日（月）10：45 ～ 13：00
　　場　所：東洋大学白山キャンパス　福祉社会開発研究センター
　　参加者：理論・歴史グループ関係者
　　成　果： 稲沢公一研究員に「相模原障害者殺傷事件から見えるもの―二つの原理による不均衡―」という題でご
報告頂き、金子光一研究員には「『つなぐ』関係からみた日本の社会構造 ―社会福祉史の視点から―」と
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いう題でご報告頂いた。さらには伊奈川秀和研究員に「Social」という題でご報告頂いた。それぞれの立
場から、社会福祉が抱える構造の問題について指摘がなされ、出版に向けた意見交換を実施した。
【公開研究会】
１）日　時：2017年11月9日（木）18：30 ～ 19：30
　　場　所：東洋大学白山キャンパス　8202教室
　　参加者：理論・歴史グループ関係者、センター関係者、大学院生
　　成　果： 秋元美世理論・歴史グループ長に「つながりによる援助の利用可能性について」という題でご報告頂い
た。「つながり」について考えるようとする時、つながりの属性をめぐる問題、つながりの強度をめぐる
問題というように、これら2つのことを踏まえる必要があることが強調された。例えば、近隣のつながりは、
家族のつながりよりは薄いだろうという事もあるように、“つながり”を論じるにあたっては、その強度
についても考えなくてはならない。このつながりにかかわる強度の問題について有用な視点を提供して
くれているグラノヴェダーの「弱い紐帯の強さ」に関する議論を踏まえ、つながりによる援助の利用可
能性について考察した。
【視察】
１）日　時：2018年3月13日（火）・14日（水）
　　場　所：岡山県総社市
　　参加者：理論・歴史グループ関係者、センター関係者
　　成　果： 総社市の関係者に対して、これまでの当センターの研究成果を報告する報告会を実施した。権利擁護に
関わる活動を先駆的に担ってきた現場の方々とこれからの地域社会のあり方について検討することが出
来た。
【出版】
福祉社会開発研究センター出版本の理論歴史グループの執筆者：
　　秋元美世「つながりによる援助の利用可能性について」
　　金子光一「「つなぐ」関係からみた日本の社会構造」
　　稲沢公一「相模原障害者殺傷事件から見えること」
　　門 美由紀（荻野剛史共著）「外国にルーツをもつ高齢者が日常生活で抱える困難と支援」
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東洋大学福祉社会開発研究センター編集委員会規定
2015年4月1日施行
（目的）
第1条　東洋大学福祉社会開発研究センター（以下「センター」という）は、研究の成果を研究活動や福祉実践の場
に発信し、地域の支援ネットワークや福祉制度・政策の形成に寄与することを目的として発行する東洋大学福
祉社会開発研究センター紀要「福祉社会開発研究」（以下「紀要」という）に関する業務を円滑に運営するため、
東洋大学福祉社会開発研究センター「管理運営要綱」に基づく東洋大学福祉社会開発研究センター運営委員会
（以下「運営委員会」という）の下に、東洋大学福祉社会開発研究センター編集委員会（以下「本委員会」という）
を設置する。
（委員会の業務）
第２条　本委員会は、前条の目的を達成するため、次の事項を審議し決定する他、必要な業務を行う。
　（１）紀要発行のための基本方針に関する事項
　（２）紀要の投稿、原稿依頼、執筆に関する事項
　（３）紀要の編集に関する事項
　（４）査読方法及び査読委員の推薦、投稿論文の審査に関する事項
　（５）その他、前各号に付随する業務
（委員会の構成）
第３条　本委員会は、委員長、編集担当委員、委員で構成される。
２　委員は運営委員会委員があたる。
３　委員長はセンター長があたる。
４　編集担当委員は委員の互選により1名を選任する。
５　本委員会を欠席する場合は、出席する委員に委任することができる。
（任期）
第４条　委員長、編集担当委員、委員の任期は1年とする。但し、再任を妨げない。
（紀要の発行）
第５条　紀要の発行は、年1回以上とする。
　２　紀要の投稿・執筆、審査（査読）に関する規定・要領については別に定める。
（掲載対象）
第６条　紀要の掲載対象は、「特別論文」（依頼論文）「投稿論文」（査読あり）、実践報告、調査報告、資料情報とし、
本委員会が掲載の可否を決定する。
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　２　特別論文とは、本委員会が指名し依頼する研究者・実践者が執筆する論文をいう。
　３　投稿論文とは、別に定める「紀要投稿規定」に基づき投稿され、査読者による査読を経て、本委員会が審査
し掲載を認めた論文をいう。
　４　実践報告、調査報告、資料情報は、センターが関与したプロジェクト等の実践、調査、資料情報の概要をと
りまとめたものをいう。
　
（査読委員の委嘱）
第７条　「投稿論文」の審査のため、査読委員をおく。
２　査読委員の選任については、本委員会が学内教員（非常勤講師を除く）の中から１名以上の査読委員を推薦し、
編集委員長が委嘱する。
３　査読委員の任期は1年とする。
４　査読委員は、本委員会の依頼に基づき編集担当委員と共に投稿論文を審査し、その結果を本委員会に報告する。
５　本委員会は審査報告に基づいて投稿論文の採否、修正指示等の措置を決定し、執筆者への修正指示等は編集担
当委員及び査読委員が行う。
（疑義・不服への対応）
第８条　本委員会は、投稿者から査読内容もしくは採否決定に関して疑義・不服が申立てられた場合には、速やか
に対応し申立者に回答する、なお、回答に疑義・不服がある場合は運営委会に申立てることができる旨を付記
する。
（責務）　
第９条　本委員会委員および査読委員は、公正な審査・判断に努めなければならない。
２　論文の査読・審査委で知り得た情報などに関する守秘義務を負うとともに、投稿者の論文が剽窃に該当される
と思料される場合、第三者の著作権を侵害すると思料される場合、または二重投稿に該当すると思料される場合等、
投稿者が研究倫理に違反していると判断される場合には、本委員会にその旨を報告しなければならない。
（事務）
第10条　本委員会の事務は、センター事務局が担当する。
（規定の変更）
第11条　本規定を変更する場合は、運営委員会の議決を経なければならない。
附則
　本規定は、2015年4月1から施行する。
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編集後記
◆編集後記◆
今年度も紀要「福祉社会開発研究」（第10号）をお届けいたします。
本センターは、平成25年度から文部科学省「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」の採択を受け、5ヵ年にわ
たる研究活動を展開してきましたが、今年度で最終年となり、これまでの研究に一区切りをつけることになりました。
「高齢ユニット」「障害ユニット」「子どもユニット」「理論・歴史グループ」では、この間の研究実績を踏まえながら、
各ユニット・グループ間で研究方法・研究内容等の評価と課題を検証し合い、総合的研究の総括に着手し、研究成
果を本にまとめるというプロジェクトに取り組んできました。その他にも、センター全体の研究成果報告書をはじ
めとして、各ユニット・グループが研究成果報告の作成に追われる日々でした。
そんな中、研究者個々人が時間との闘いの中で、日ごろの研究成果をもとに論文作成に取り組んできました。今回、
残念ながら、査読付き論文の応募はありませんでしたが、例年どおり、こうして研究紀要をお届けすることができ
ました。
皆さまには是非ご一読いただき、忌憚のないご意見をお寄せいただきますようお願いいたします。
　
最後になりましたが、本研究センターの研究活動にご協力いただいた多くの方々に、心より感謝申し上げますと
共に、今後とも、一層のご指導・ご鞭撻をよろしくお願い申し上げます。
なお、本誌はISSN(2189－910X)に登録しておりますことを申し添えます。
2018年3月
子どもユニット　ユニット長　　　　森田　明美
高齢ユニット　　ユニット長　　　　加山　弾　
障害ユニット　　ユニット長　　　　高山　直樹
理論・歴史グループ　グループ長　　秋元　美世
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